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『論文要旨

2000年代の後半以降,地方公共団体における公金の不適切な会計処理が次々

と明らかになった｡本稿では,公金に係る不正事例を参照しながら,地方公共

団体における監査委員の課題について,併せて内部統制上の問題点について検

討している｡そこでは,現状の監査委員は質の点においても,また量の点にお
いても絶対的に不足していること,また組織体内のガバナンスの脆弱性も明ら

かになった｡今後は専門性と独立性を保持する実体の伴った監査委員と,トッ

プ主導での内部統制の構築,および運用が必要とされることを主張している｡
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『Abstract

During recent few years, it appears that many local governments have

conducted improper accounting for public money. In this article, while refer-

rlng tO fraud examples, I investigate problems for supervisory auditors and

internal control in a local government. It turns out that the current constitu-

tion of supervisory auditors has problems concerning quality and quantity.

Moreover local governments have problems for their internal control. Finally

I insist that supervisory auditors must have expertise and independence, and

local governments must have internal control system within their bodies.
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はじめに

2010年12乱　会計検査院は｢会計検査院法第

30条の2の規定に基づく報告書一都道府県及び

政令指定都市における国庫補助事業に係る事務費

等の不適正な経理処理等の事態,発生の背景及び

再発防止策についての報告書-｣ (以下,会計検

査院報告書)を公表している1)0

これは全47都道府県及び政令指定都市(全18

政令指定都市(2009年度末現在))を村象として,

農林水産省及び国土交通省所管の国庫補助事業に

係る事務費等の経理について, 2008年次から

2010年次までの3か年にわたり会計実地検査を

行ったものであるが,検査の結果.すべての都道

府県市において,不適正な経理処理により需用費

が支払われた事態又は補助の対象とならない周途

に需用費,賃金若しくは旅費が支払われた事態が

見受けられたことが判明した｡

この報告書では,再発防止策も併せて公表して

いるが,その中の｢再発防止策としての監査機能

の状況｣2)では｢不適正な経理処理等の事態は,

会計機関における物品の購入手続について内部統

制が機能していなかったことなどが主な発生原因

である｣,としている｡またその所見では, ｢会計

監査については.物品の納入業者の協力を得て,

聞き取りを行ったり,帳簿を取り寄せて納入物品,

納入日付等の突き合わせを行ったりするなどの手

法を採り入れた監査の実施を検討することが望ま

れる｡また,内部監査,監査委員監査,外部監査

が連携を図り,会計機関における内部統制が十分

機能しているかについて継続的に監視評価を行う

とともに,不適正な経理処理に係る再発防止策が

有効に機能しているかなどについても検証を行う

などし,もって会計監査の強化･充実を図ること

が望まれる｣3)としており,会計監査の充実の必

要性を掲げている｡

しかしながらこのような経緯があったにもかか

わらず,後述の不正事例にも見られるように.公

金の不正な支出にかかわる不適正な経理処理はそ

の後も引き続き発生している(あるいは過去の不

正が顕在化している)のである｡

本稿ではこのような現状に鑑み,特に監査委員

監査および内部統制に焦点を絞り,その現状と課

題について検討することを目的としている｡

なお監査委員監査については,全国782市, 23

組合等が会員(会員都市の加入する一部事務組合

等を含む｡なお会員数は2011年4月現在)と

なっている全国都市監査委員会の公表する資料4)

も参考としながら,上記内容について検討してい

くものとする｡また監査委員の監査する対象は多

岐にわたっているが,本稿ではその職務のうち,

公金の不正な支出にかかわる部分,すなわち｢財

務監査｣について扱うものとする｡

監査委員監査について

2.1監査委員制度について

地方自治法第199条(以下,地方自治法は省

略)にて, ｢監査委員は,普通地方公共団体の財

務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経

営に係る事業の管理を監査する｣ことが定められ

ている｡

より具体的には｢監査委員は,行政の適法性･

妥当性の確保のため,その地方公共団体の財務に

関する事務の執行,その団体の経営する事業の管

哩.地方公共団体の事務の執行,公共団体の出

納｣について監査を行うほか, ｢任意に.また他か

らの要求により｣5)監査も行うこととなっている｡

この監査委員が実施する監査,および審査･検

査の範囲は以下のようにまとめることができる｡

<監査>

1.住民の請求による事務監査(第12条2項,

第75条1項)

2.議会の要求による事務監査(第98条2項)

3.財務(定期)監査(第199条1項, 4項)

4.財務(随時)監査(第199粂1項. 5項)

5.行政監査(第199条2項)
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6.普通地方公共団体の長の要求による監査

(第199条6項)

7.財政援助団体等監査(第199粂7項)

8.指定金融機関等の監査(第235条の2,2項)

9.住民監査請求(第242条4項)

10.職員の賠償責任監査(第243条の2第3項)

<審査･検査>

1.決算審査(第233条2項)

2.基金運用審査(第241条5項, 6項)

3.健全化判断比率審査(地方公共団体の財政

の健全化に関する法律第3条第1項)

4.資金不足比率審査(地方公共団体の財政の

健全化に関する法律第22条第1項)

5.月例現金出納検査(第235条の2,1項)

本稿で扱う財務監査の他にも,行政監査などの

その他の監査,並びに審査や検査も含めると,監

査委員が対象とする範囲は上記の通り相当広範囲

に及んでいる｡そのため監査委員は会計･監査の

スキルのみならず,実質的な日常業務を行う監査

事務局など事務組織をシステマテイツクに運営す

るなど,相応のスキルとノウハウを持つ者でなけ

れば自らの職責を適切に果たすことはできないこ

とは自明ともいえるのである｡

2.2　監査委員の選任について

第195条1項では, ｢普通地方公共団体に監査

委員を置く｣ことが定められている｡また2項で

はその定数について, ｢監査委員の定数は,都道

府県及び政令で定める市にあっては4人とし,そ

の他の市及び町村にあっては2人とする｡ただし,

表1 :基希数(2011年6月30日現在)

条例でその定数を増加することができる｣と定め

ている｡

第196条1項では監査委員の要件として, ｢監

査委員は,普通地方公共団体の長が,議会の同意

を得て,人格が高潔で,普通地方公共団体の財務

管理,事業の経営管理その他行政運営に開し優れ

た識見を有する者及び議員のうちから,これを選

堕旦互｡この場合において,議員のうちから選任

する監査委員の数は,都道府県及び前条第二項の

政令で定める市にあっては2人又は1人,その他

の市及び町村にあっては1人とするものとする｣

(下線は筆者による)と規定している｡

ここで特に｢財務管理に関し優れた識見を有す

る者｣ (以下,識見委員)について,全国都市監

査委員会が公表するデータ(表1)を参考にしな

がら考察してみるD以下が監査委員基本数のデー

タであるが,これによると会員都市数782および

一部事務組合24の合計806の会員数の中で,塾

見委員は1056名(1023+33名),議員選出委員

は870名(855+15名)となっている｡

次に特にこの識見委員について,その有する資

格について検証してみる｡以下表2によるなら塾

見委員1056名の中で, ｢識見｣に該当する資格等

を有する者は443名(436+7名)となっている｡

さらにその中で, ｢財務管理に関連する資格｣と

考えられる公認会計士,税理士の資格保有者はそ

れぞれ101名と265名(258+7名)の合計366

各1056名の識見委員の中での割合は約34.66%

(366÷1056×100%)となっており,割合として

は非常に少ないことが確認できる｡ここに議員選

出委員も加えた全体の監査委員の中における｢財

務管理に関連する資格｣を有する識見委員の割合

区分/人口 �3.5万 �2絣ﾒ�5′- ���ﾒ�25- 鉄�ﾒ�100万 佗b�一部事務 
未満 添iﾂ�10万 �#Yiﾂ�50万 ����iﾂ�以上 剔g合等 

会員都市数 �119 ��#b�267 ��s��63 ��r�ll 都�"�24 

監査委 員数 俾���131 ��C��305 �#S��131 �3B�23 ���#2�33 

議選 ���b�124 �#cb�176 �����34 �#��855 ��R�

(全国都市監査委員会HPより転載)
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表2:識見委員の保有資格(2011年6月30日現在)

資格名/人口 �2綺iﾂ�3.5- 迭ﾒ�10- �#Rﾒ�50- ����iﾂ�計 �ｩYH駟k��
未満 添iﾂ�10万 �#Yiﾂ�50万 ����iﾂ�以上 剔g合等 

弁護士 ���0 �"�15 ��"�6 迭�40 ���

公認会計士 �2�8 �#"�29 �#��6 迭�101 ���

税理士 ��b�29 �����87 ����5 ���258 途�

弁理士 ���0 ���0 ���0 ���0 ���

その他 唐�7 免ﾂ�6 �"�0 �2�37 ���

合計 �#r�44 ��3b�137 田��17 ��B�436 途�

は約19% (366÷1926×100%)となっている｡

つまり監査委員全体の約5分の1は公認会計士や

税理士などの財務管理に職員を有する者が監査委

員となっているが,残り5分の4は該当する資格

は有していないことになる｡

前述の通り,監査委員の監査,および審査･検

査の範囲は相当広範囲であることを考えるに,監

査委員の専門性の保持は必須であり,その点にお

いては,現状の監査委員の専門性は極めて不十分

であるといえる｡

2.3　独立性･中立性について

第198条の3では, ｢監査委員は,その職務を

遂行するに当たっては,常に公正不偏の態度を保

持して.監査をしなければならない｣としており,

その独立性･中立性の保持を要求している｡

これと関連して第196条2項では, ｢識見を有

する者のうちから選任される監査委員の数が二人

以上である普通地方公共団体にあっては.少なく

ともその数から-を減じた人数以上は,当該普通

地方公共団体の職員で政令で定めるものでなかっ

た者でなければならない｣と規定している｡これ

により, ｢いかに小規模の町村においても,選任

前5年間において当該町村の常勤職員でなかった

者が1人は監査委員になることになり,監査結果

の戟告,監査意見の提出が,選任前5年間におい

て当該町村の常勤職員であった監査委員の意思の

みによってなされる事態は回避される｣ことにな

る,とされている6)0

また上記独立性･中立性と関連して,以下の規

(全国都市監査委員会HPより転載)

走が定められている｡

第198条の2 ｢普通地方公共団体の長文は副知

事若しくは副市町村長と親子.夫婦又は兄弟姉妹

の関係にある者は,監査委員となることができな

い｣

第199条2項｢監査委員は,自己若しくは父母,

祖父母,配偶者,千.孫若しくは兄弟姉妹の一身

上に関する事件又は自己若しくはこれらの者の従

事する業務に直接の利害関係のある事件について

は,監査することができない｣

以上が地方自治法における独立性･中立性に関

連する規定であり,監査委員の独立性･中立性を

保つ努力が.一応は試みられているものと考える

ことができる｡

しかしながら,その規制する範囲についてはよ

り一層の考慮の余地がありそうである｡上記規定

によるなら,また既述の｢専門性｣についても勘

案するなら.例えば, ｢会計専門職の資格等を有

しないような常勤職員の親族｣や, ｢普通地方公共

団体の長の友人･知人｣などは法律の外観上何ら

問題なく監査委員に就任できることになる｡

つまりその規制する範囲は非常に限定的である

ため,自ずと就任可能な者の範囲は広くなること

になる｡監査委員の独立性･中立性については,

前述の専門性と併せて,より厳格な規定が求めら

れるべきものと考えられる｡

2.4　地方公共団体における監査委員監査の課題

について

監査委員が対象とする守備範囲は相当広範に及
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んでいることに鑑みるに,監査委員には監査スキ

ルという質と,また量の観点での相応の人数が求

められる｡それに対して現状の監査委員は,これ

は地方自治体にもよるがせいぜい4-5名程度と

非常に少数である上に,さらにその中でも会計関

連の有資格者数の割合が非常に少ないため,その

有効性と効率性については改善の余地が相当程度

ありそうである｡

またこれとは別に,総務省の公表した｢監査制

度の見直しの方向性について(たたき台)｣7)では

以下のような課題も指摘している｡

1.内部監査(監査委員)と外部監査(外部監

査人)の監査機能が不明確
･重複した監査が多数存在する｡

2.内部の職員の独立性･専門性は不十分

･監査委員を補助する職員は,ローテーショ

ン人事により監査対象部局と他部局との間

を異動していることから,監査に関する専

門的知識が不十分である｡

3.現行監査委員及び外部監査人の責任が不明

確

･責任に係る規定が整備されていない｡

4.監査基準の不存在

･監査の手法がまちまち｡監査基準として十

分なものが存在しない｡

5.外部監査人の組織性が不十分

･監査人のイニシアティブで特定のテーマの

みを扱うことを前碇とした制度のため,包

括的に財務の適正を担保するための組織体

制となっていない｡

上記指摘のように,ここでは監査委員を取り巻

く様々な課題と,また併せて内部統制上の課題に

ついても指摘している｡また本稿では取り扱って

いないが,非常に重要な問題点として監査基準の

不存在をあげている点も注目される｡

地方公共団体の不正事例について8)

(内部統制について)

会計検査院報告書の公表以降も公金に関わる不

正事例は,継続的に発生しているのが現状であ

る9)｡本章では,その中でも事件の発生,あるい

は発覚後に該当する当局から正式な報告書の形で

内容を詳細に確認できるものに限定し,以下2つ

のケース(奈良市,広島市)について概観してい

く｡

いずれのケースも内部で不正に気付いたもので

はなく,外部調査や外部からの指摘等でその不正

に気付くという点において,内部統制に欠陥を抱

えている,あるいは監査が機能していないケース

と考えることができる(なお本稿では報告書内で

監査上および内部統制上の不備を指摘する部分を

下線で強調した｡語桑については,各報告書で使

用する文言をそのまま使用しているため統一はし

ていない)｡

3.1奈良市の事例(以下, 2012年3月公表調査

報告書より)10)

<事件の概要>

(1)事件を起こした元職員について

･2職員AとBは, 2005年度に納税課の管理職

(課長補佐級)として配属され, 2008年度からは

新設された滞納整理課に共に異動し, Aは2010

年度までの3年間, Bは2009年度までの2年間,

滞納整理業務に管理職として携わった｡特にA

は, 2010年度については総務部の参事(次長級)

として同業務に就いていた｡

(2)判明している不正の概要

･着服の手口は, 2008年度からは,滞納整理課

のオフィスコンピュータ(滞納管理システム)を

使用して事前に金額の異なる2通の納付書を発行

し,納税者から現金を直接受け取った際に相手方

には高い方の領収証を渡した上で金融機関へは低

い方の納付書で,外観上,納税者の自主納付を装

い納付し,差額分の現金を着服するものであった｡
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･納税者の自主納税を推進する理由から｢納税者

宅に赴き徴収を行わない(臨戸徴収は行わな

い)｣とする滞納整理課の方針や｢現金を取り扱

わない｣という滞納整理課のルールを2職員とも

管理職として職員に柑して率先して徹底させてい

たにもかかわらず.納税者宅等に赴き直接現金を

受け取っていた｡その際に使用していた領収印は

偽造されていた｡なお,外出する際,そのほとん

どにおいて市内出張の際の旅行命令の手続きを踏

まずにAとBはペアで外出していた｡

･A･Bは完全に滞納整理課業務から離れた(A

は2011年4月から都祁行政センター所長, Bは

2010年4月から債権整理課)にもかかわら

ず, 2011年6月に,複数課の異なる職員に滞納

管理システムを使用させて納付書を発行させ着服

を行っていた｡

･奈良市から納税者に届いた未納市税等内訳書に,

納めたはずの延滞金が未納となっていた記載内容

に疑問を抱いた納税者が,滞納整理課に照会した

ことから発覚した｡

･被害については2007年度からの4年間,市税

の滞納に伴い発生する延滞金を着服していたと疑

われる｡これまでの調査等で判明しているのは

2007年度からの4年間,累計で79件,約4,275

万円の着服である｡

<事件の特徴>

(1)延滞金徴収業務における犯行であること
--延滞金徴収業務においては,このような法

制度の実情に詳しい職員が悪意を持って処理しよ

うとしても不正を起こすことが出来ないように.

理論上の計算の結果得られる金額及び実際に納付

された金額等を管理しておくことが必要不可欠で

ある｡今回の事件は,延滞金徴収業務において,

これらの体制整備が不十分であった奈良市の制度

上の不備の問題である｡

(2)長期間にわたり複数回行われている犯行であ

ること

今回の事件は, 2007年度からの4年間にわた

り行われ,また,特定の納税者から複数回着服が

行われている｡つまり今回の事件は.長期間にわ

たり複数回犯行が行われるまで発見できなかった

奈良市の人事管理上及び業務管理上の問題である｡

(3)管理職による犯行であること

今回の事件は,本来職員を監視･監督すべき立

場にある管理職,特に一人は決裁権を持つ管理職

による犯行である｡つまり今回の事件は,萱壁選

に対するコントロールが出来なかった奈良市の人

事管理上及び業務管理上の問題である｡

<判明した課題>

納めたはずの延滞金が未納となっていた記載内

容に疑問を抱いた納税者が,滞納整理課に照会し

たことから発覚した,という点において,監査を

含めた組織内の内部統制では適切に発見できな

かったケースである｡これについては前述のとお

り(1)では,今回の事件について｢延滞金徴収

業務において.これらの体制整備が不十分であっ

た奈良市の制度上の不備の問題である｣, (2)で

は｢長期間にわたり複数回犯行が行われるまで発

見できなかった奈良市の人事管理上及び業務管理

上の問題である｣.また(3)では｢管理職に対す

るコントロールが出来なかった奈良市の人事管理

上及び業務管理上の問題である｣としており.杏

良市は自らの内部統制上の問題をその原因として

いるのである11)｡

3.2　広島市の事例(以下, 2011年3月公表通知

文より)12)

本件は, 2011年1月5日付で受け付けた広島

市職員に関する措置請求について,地方自治法第

242条第4項の規定により監査を行ったものであ

り.以下は住民による｢請求の要旨｣および監査

委員による｢監査結果｣となっている｡住民措置

請求の事例であるという点で奈良市のケースとは

異なっている｡

<請求の要旨>

2010年12月広島市議会で議論されていた広島

市の不適正経理に係る問題は, 2002年から2009
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年に渡る8年間にも及んでおり,秋葉市政始まっ

て以来続いていた事態であることがわかる｡ --

一般に,事業推進に当たって,費目の流用が難し

いとされる国庫補助事業についてさえ,不適正経

理問題があったのであるから,広島市の単独事業

についてはなおさらである｡ --以上,会計検査

院指摘の2002年度から2008年度までの7年間の

広島市単独事業の｢消耗品費｣や｢備品購入費｣

の不適正経理による不当な公金支出並びに2009

年度の国庫補助事業及び広島市単独事業について

の｢消耗品費｣や｢備品購入費｣の不適正経理に

よる不当な公金支出による広島市の損害について,

広島市長及び副市長並びに経理業務に責任ある各

局長,部課長が損失額を補填するために必要な措

置を講ずべきことを請求する｡

<監査の結果>

2002年度から2009年度までの広島市の不適正

な経理処理による消耗品費に係る公金の支出に

よって,広島市に請求人らの主張する損害が生じ

ているかについて

(1) 2002年度及び2003年度の広島市単独事業に

係る損害について
一監査に必要な書類等が廃棄され,調査できない

ため,損害が生じているかどうか確認することが

できない｡

(2) 2004年度から2009年度までの広島市単独事

業及び2009年度の国庫補助事業のうち,自主

総点検において突合されたものに係る損害につ

いて

ィ. ｢預け金｣ ｢-括弧｣ ｢差替え｣に係る損害

について

･ ｢現物確認ができない物品｣及び｢公金支

出として不適切な物品購入｣以外の物品に

係るもの
---弓童法な財務会計上の行為により広島市

に損害が生じたとしても,当該行為により

実際に納品された物品が,公務に使用され

ているという利益を得ており,両者の間に

相当因果関係があれば,損益相殺を考慮し

たうえでの損害を検証しなければならない｡

しかし, ･--広島市がこれらの物品が公務

に使用されていることにより得た利益を明

らかにすることはできない｡また,預け金

については, ---上記同様,物品それぞれ

の適切な価格が確認できなければ広島市が

得た利益を明らかにすることができないし,

物品が納品されていない預け金については,

事業者から全額の返納を受けているので,

損害を算定することができない｡
･ ｢現物確認ができない物品｣及び｢公金支

出として不適切な物品購入｣の物品に係る

もの

一当該物品については, (職員からの)返還

金が既に広島市に納入されており,この返

還金には当該物品に係る公金支出額に相当

する返還額が含まれているため,仮に損害

が生じているとしても,実質的には補填さ

れているといえる｡

ロ. ｢翌年度納入｣及び｢前年度納入｣に係る

損害について

これらの不通正な経理処理は,支出負担行為

が行われた年度と実際に納品された年度が相違

しているものであり,請求人らのいう違法な経

理処理であることに,監査委員としても異を喝

えるものではない｡しかし,その必要性や価格

については正規の決裁手続を経ることによって

検討されており,これらに係る公金の支出によ

り,広島市に損害が生じているとはいえない｡

(3) 2004年度から2009年度までの広島市単独事

業及び2009年度の国庫補助事業のうち,自主

総点検において乗合が行われていないものに係

る損害について

当該消耗品費に係る不適正な経理処理は,

報告書に記載があるため,違法行為を集団と

しては特定できるものの,その額は発生率及

び消耗品費の全体額から推計したものであり,

個々の支出案件を乗合しての確認はなされて
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いない｡また今回は監査期間の制約から,捕

出による調査結果を対象期間全体に展開する

考え方の合理性を検証したが,その中では,

個々の不適正な経理処理の特定はできなかっ

た｡したがって,損害が生じているかどうか

を認定することができない｡

<監査の結論>

消耗品費に係る不適正な経理処理についての請

求人らの主張には理由がないものとし,請求を棄

些旦互｡備品購入費に関する調査,全ての年度に

おける全ての費目の帳簿に関する調査,非常勤監

査委員の報酬の返還及び不適正経理にかかわった

職員の懲戒処分に係る請求人らの主張については,

請求を却下する｡

<監査委員としての意見>

･監査機能の充実強化について

定期監査等において,不適正な経理処理を発見

できなかったことは,監査委員として誠に遺憾に

思う｡これまでの定期監査等においては,今回の

不適正な経理処理につながるような支出関係書類

の誤謬,不整合等が見受けられなかったため,辛

業者から取引帳簿等を借り受け,発注部署が保管

している支出関係書類との乗合により正否を確認

するなどの地方自治法第199条第8項に基づく関

係人調査までは行っておらず.不適正な経理処理

を発見できなかったものである｡

現在,随時監査において.関係人調査を実施中

であり,今後は,定期監査等においても.必要に

応じてこの関係人調査を実施することや,直前通

知型監査(いわゆる｢抜打ち監査｣)を実施し,

再発防止策の検証を行うことなどを検討している｡

また,随時監査を進めていく過程で得られるノ

ウハウから,現行の定期監査等の手法を再検討し,

その見直しを行い,監査の実効性の向上に努めて

いきたいと考えている｡

<判明した課題>

広島市の上記事例は,いわゆる全国で相次いだ

国庫補助事業に係る事務費等の不適正な経理処理

に関連させた住民措置請求である｡主たる主張は,

会計検査院検査で, 8億5,874万4,299円の不適

正な経理処理が判明したにもかかわらず.職員等

に4,978万6,050円の返還しか求めていないこと

は不当に少なく,それぞれの職位に対して合計4

億6.588万9,762円の返還を求めるものである｡

また不適正経理が指摘されている2002年度以降

8年間分の非常勤監査委員の報酬3,966万4,000

円(単年不当受領額495万8,000円×8年)につ

いては,監査委員の本来の職責が果たされていな

かったことに鑑み,その全額の返還を求めている｡

また不適正経理に関わった職員の懲戒処分を求め,

これまで以上のさらに詳細な調査を要求する措置

請求であった｡

これに対して監査委員の監査はすべての主張を

棄却･却下している｡しかしながら,その｢監査

の結果｣では, ｢損害を算定することができない｣,

｢損害が生じているかどうかを認定することがで

きない｣など.一切の積極的保証を与えていない

ことが分かる｡これは積極的保証を提供できない

｢監査委員監査の限界｣を示すものであり,制度

上の大きな課題と捉える事ができる｡

また｢監査委員としての意見｣では, ｢定期監

査等において,不適正な経理処理を発見できな

かったことは,監査委員として誠に遺憾に思う｣

と述べ,その責任を明確に認めているのである｡

3.3　第29次地方制度調査会答申について13)

2009年6月,総務省の第29次地方制度調査会

答申｢今後の基礎自治体及び監査･議会制度のあ

り方に関する答申について｣ (以下,第29次答

申)における, ｢監査機能の充実･強化｣では,

現行の監査委員制度が機能していないとして,見

直し案を提示している｡

そこでは以下のような提言がなされている｡

<監査委員制度の充実･強化>

(1)監査委員の選任方法と構成
---議員のうちから選任されるいわゆる議選

委員については,短期で交代する例が多いこと
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辛,当該地方公共団体の内部にある者であり,

その監査が形式的になりがちではないかとの指

滴がある｡ ---現行制度の下においても,議選

委員が2人以内とされている団体において議選

委員を1人とすることや,条例により識見を有

する委員を増やすなどの取組が行われていると

ころであり,制度の範囲内においても,専門性

を強化する観点から地域の実情に応じた取組が

行われることが期待される｡ --･

(2)監査能力の向上と実施体制の強化
--･地方公共団体の財政の健全化に関する法

律の施行に伴い,地方公共団体の財政状況に関

する一定の指標の整備及び公表が義務付けられ

ることとなり,この指標の議会報告及び公表に

際しては,監査委員の審査に付すこととされて

いる｡これらを踏まえ,監査委員及び監査委員

事務局の一層の能力向上が求められている｡墜

査能力の向上を図るためには,監査委貞の専門

性を高めるという見地から,弁護士,公認会計

士又は税理士の資格を有する者,会計検査や監

査の実務に精通している者等の積極的な登用を

促進していく必要がある｡その際には,行政改

革の観点にも配慮しつつ,条例により識見委員

の定数を増加させることも考えられる｡

以上,紙面の関係で省略した部分も含め,第

29次答申では監査委員監査の有効性･実効性を

高めていく上で必要とされる考えが示されている｡

しかしながら民主党政権になって以降初めて開催

された第30次答申の議事録を確認するなら,節

29次答申で検討されていた｢監査委員制度の充

実･強化｣については,一切議題には上がってい

ない｡

我が国の財政状況からは言うに及ばず,公金に

対するコンプライアンスという点においても,あ

るいは地方公共団体のアカウンタビリティーとい

う点においても,監査委員制度の改革は喫緊の課

題であると考えられるのである｡

おわりに

本稿では,地方公共団体における不通正な会計

処理について,監査委員制度の観点から考察した｡

そこで明らかになったことは監査委員が質的に

も,あるいは量的にも大きな問題を抱えているこ

と,そして現実的に不適正な会計処理を発見でき

ないという事実である｡

本稿では, 2団体の事例を扱ったが,いずれも

地方公共団体自体が自ら不正を発見できたものは

なく,外部からの通報,あるいは会計検査院の検

査によってその不正が判明したケースである｡こ

れ以外の膨大な数の不適正事例においても,内部

監査等で発見できたものは,筆者が確認できた範

囲では一つも存在していない(内部告発除く)14)｡

またこれまでのところ,広島市の事例のように

｢不正の兆候｣に気付いた住民が,監査委員に対

して住民監査請求を捷起するようなケースも多い

ようである｡しかしながらそのほとんどは上記広

島市の事例と同様に却下されている｡住民はもと

もと多くの内部情報は持ち合わせていないわけで

あり,却下されるのは当然の結果ともいえる｡住

民があまり情報を持ち合わせていないことを考え

るに,もしかすると内部で気付かれないまま,あ

るいはもみ消されてしまった事例も多々あるので

は,という合理的疑念も生じてくるのである｡

本来住民監査請求などで疑問に感じる内容は,

監査委員自らが職責として気付いておかなければ

いけないわけであり,現在の監査委員の監査は,

不正を発見したり,あるいは誤謬を修正したりと

いう機能が全うできていないようである｡

なぜ監査委員はその本来果たすべき機能を果た

せていないのかについて,問題点は以下の3点に

要約できそうである｡

1.監査委員はほとんどが財務管理の専門家で

はない

2.監査委員は時間をかけていない(非常勤が

半分以上)
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3.監査委員には責任がない(不正を見つけな

くても法的に問われることはない)

現状の監査委員制度が続くという前提の下では,

上記問題点を解決することが重要である｡まずは

監査委員に選任される者は,財務管理および監査

に関する専門知識(および独立性)を持つべきで

ある｡また当該監査委員は常勤であるべきであり,

その責任とそれに見合った報酬が与えられるべき

と考えられる｡現状のように全く責任がないのな

らだれも真面目に監査などするはずはないのであ

り,民間における監査役,あるいは公認会計士の

責任なども掛酌しながら.その職務と責任につい

ては定められるべきである｡

また上記と併せて,そもそも不正が起こらない

ような合理的な内部統制システムの構築について

も同時並行的に考える必要がある｡これはひとえ

に首長トップが積極的に関与するべき課題であり,

当該内部統制の中に監査委員監査も含まれること

になる｡

不正に関しては｢動機･プレッシャー｣, ｢機

会｣, ｢姿勢･正当化｣がその発生要因として挙げ

られている15)｡この中でも特に不正が可能な｢機

会｣を減らすことが,公的機関における内部統制

として最も重要であり,トップが積極的にそこに

関与する必要がある｡

合理的な内部統制システムを構築･運用しても

なお不正が発生した場合.そこではトップの責任

は相当程度減免,ないしは回避されるべきものと

考えられる｡現状の地方公共団体における内部統

制は,今だ不正を実行することが可能な｢機会｣

が多く存在しているため不正が止まないものと考

えられるのである｡

民間レベルでこれまでなされてきた内部統制の

議論も参考にしながら,首長トップが全責任を持

つ形での内部統制の構築および運用が望まれるの

である｡

権限と責任を併せ持つ実効性のある監査委員監

査と,トップが積極的に関与し全責任を持つ形で

の内部統制が,無駄が多いとされる,あるいは潜

在的に不正が多いとされる.地方公共団体に一石

を投じることができるものと考えられるのである｡

●注
1) 『会計検査院法第30条の2の規定に基づく報告書一都

道府県及び政令指定都市における国庫補助事業に係る

事務費等の不適正な経理処理等の事態,発生の背景及

び再発防止策について-』, 2010年10月｡ h仕p:〟

ww.jbaudit.go jp/pr/kensa/result/22/pdf/22 1208

zenbun_1.pdf (2012年7月25日参照)

2)会計検査院報告敦　p.490

3)会計検査院報告書, p.56｡

4)全国都市監査委員会, h仕p:〝www.zenkanjp/ (2012

年7月20 1]参照)｡

5)川崎政司(2011) 『地方自治法基本概説第4版』法学

書院, p.265｡

6)字賀克也(2011) 『地方自治法概説(第4版)』有斐閣.

p.2520

7) ｢監査制度の見直しの方向性について(たたき台)｣総

務　省. 2010年7月｡ http:〝www.soumu.gojp/main_

content/000075562.pdf (2012年7月20日参照)｡

8)会計検査院報告書(2010年10月公表)が作成･報告

される過程で.公金を扱う関係当事者の意識は,以前

と比べれば高まってきているものと考えられる｡それ

にもかかわらず不正は発生を続けているという視点に

立ち,あえてここでは会計検査院報告書が公表されて

以降に発生,または発覚した不正について取り扱うも

のとする｡なお本稿での事例は,筆者がインターネッ

トで検索し参考にできるものについて対象とした｡

9)不正に関する概要については.日本公認不正検査士協

会のホームページなどで詳しい｡ h仕p:〝www.acfejp/

10) ｢公金着服事件の再発防止に向けて一奈良市管理職職

員による市税延滞金着服事件-｣奈良市不祥事再発防

止策策定委員会. 2012年3月｡

h仕p:〝www.cibr.nara.lgjp/vm,W/contents/ 13249588386

56/丘les/bousisaku.pdf (2012年7月20日参照)｡

ll)しかしながらこのような報告書が公表された2012年

3月直後においても,例えば. 2012年5月9日,奈良

市発注の公共工事の代金を約780万円水増しして市に

請求し.代金をだまし取ったとして.市民生活部参事

ら3容疑者が詐欺容疑で奈良県管に逮捕されているな

ど,その後においても同市における内部統制上の問題

が浮き彫りになっている｡

12) ｢広島市職員に関する措置請求に係る監査結果につい

て(通知)｣広監第59%. 2011年3月4日｡ http:〟

ww.cibr.hiroshin1a.1g.jp/www/contents/000000000000

0/1298952971028/丘ies/futekiseikeiri.pdf (2012年7月

20日参照)0

13) ｢今後の基礎自治体及び監査･議会制度のあり方に関

する答申について｣第29次地方制度調査会, 2009年

6月｡ h仕p:〝www.soumu.go.jp/main_content/0000344

56　　　地方公共団体における不適正会計に関する現状と課題一監査委員監査およびその内部統制を通して-



SeDShu MaDagemeDtJoLTmaJ Vol. 2　No. 1

95.pdf (2012年7月20日参照)｡

14)拙稿でも取り扱ったが,不正が発覚する経緯は内部の

監査等でなく,外部の調査あるいは通報によるものが

大半である｡紺野卓｢非営利組織の不正に関する一考

察一行政組織の内部統制の視点から-｣ 『新潟青陵大

学短期大学部研究報告』第42号, 2012年5月,新潟

青陵大学｡

15)組織内に不正の発生要因があることが即ち不正が存在

することにはならないが,不正が実際に発生したとこ

ろでは不正の発生要因が見られるとされている｡監査

基準委員会報告書第35号｢財務諸表の監査における

不正への対応｣,日本公認会計士協会,平成18年10

月24 ET , p, 130 http:〝www.hp.jicpa.or.jp/specialized

鮎ld/pd〝01176-003878,pdf (2012年7月20日参照)0
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